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平成27年１月30日 

各 位 

会 社 名 株式会社京王ズホールディングス 

代 表 者 名 代表取締役社長 長野 成晃  

 （コード：3731 東証マザーズ） 

問い合せ先 人 事 法 務 部  法 務 広 報 課 

 （ T E L： 0 2 2 - 7 2 2 - 0 3 3 3）  

 

当社の今後の対応方針の決定に関するお知らせ 

 

当社は、平成 27 年１月 16 日付の「最終報告書を受けての今後の対応に関するお知らせ」

においてお知らせしましたとおり、当社から当社の元社長に対する不正な支出等（以下「本

件不正行為」といいます。）の事実を正確に把握し、その原因および責任の究明、再発防止

策の提言を行うことを目的として設置した社内調査委員会から受領した「調査報告書（最

終報告書）」（以下「最終報告書」といいます。）の内容を踏まえたうえで、今後の対応方針

等を検討してまいりました。 

そして、当社は、本日開催した取締役会において、本件不正行為によって外部へ流出し

た不明支出金の回収に向けた方針等を決定いたしましたので、下記のとおりお知らせいた

します。 

なお、当社が平成 27 年１月 13 日付「社内調査委員会からの調査報告書（最終報告書）

の受領に関するお知らせ」において公表しました最終報告書において使用している仮名の

表記に依拠して関係者を摘示しております。 

記 

 【当社の今後の対応方針について】 

  当社は、本件不正行為は専らＡ元社長の資金需要に応えるためになされた利己的な

行為であり、流出資金の全てはＡ元社長が利益を得るためのものであったばかりか、

最終報告書において指摘されているとおり、本件不正行為は刑罰法規に触れる悪質極

まりない行為であって、何ら当社が本件不正行為による損害を甘受すべき云われがな

いものと考えております。 

したがいまして、当社は、Ａ元社長に対し、本件不正行為による損害の全額につい

て賠償を請求するとともに、社会的責任の追及という観点から、刑事罰による然るべ

き制裁を求めるべく関係各署に働き掛ける所存でございます。 

   また、当社は、本件不正行為とは別に、Ａ元社長に対して過去に不正流出した資金

（詳細は当社の平成 24 年１月 24 日付け「証券取引等監視委員会による課徴金納付命

令の勧告について」をご参照ください。）の回収を図るべくＡ元社長およびその個人会

社（以下「Ｎ社」といいます。）らとの間で締結した「債務の弁済に関する合意書」（以

下「本件合意書」といいます。）に基づく貸付金について、①株式会社光通信による当

社株式の公開買付けにおける売却代金によりＡ元社長は十分な支払原資を得たと考え
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られること、②本件合意書において、Ｎ社が所有していた当社株式の売却代金の全額

を本件合意書に基づく貸付金の支払いに充てるべき旨の定めがあるにもかかわらず、

約定どおりの支払いがなされていないことから、平成 26 年 11 月 25 日にＡ元社長およ

びＮ社に対して金 631 百万円の支払いを命じる訴訟を提起しておりますが、この訴訟

に関しても、当社は全額回収を目指してまいります。 

なお、本件不正行為によって当社が被った損害は、Ａ元社長からの回収によって賠

償されますが、最終報告書にあるＢ元社長ら、本件不正行為の関与者への対応につい

ても別途検討中であり、決定次第開示いたします。 

以上 


